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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高 (千円) 16,830,060 19,290,398 23,853,229 27,486,377 32,432,446 

経常利益 (千円) 1,128,235 1,677,459 2,447,173 2,250,188 2,106,644 

当期純利益 (千円) 586,839 1,023,288 1,332,141 2,348,319 1,320,362 

純資産額 (千円) 3,541,841 6,034,574 7,470,322 10,036,726 11,362,398 

総資産額 (千円) 21,170,040 21,622,191 27,267,728 23,090,353 21,667,543 

１株当たり純資産額 (円) 326.65 416.76 516.40 678.87 759.69 

１株当たり当期純利益 (円) 52.88 71.27 89.79 163.21 91.76 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 16.7 27.9 27.4 42.3 50.4 

自己資本利益率 (％) 18.6 21.4 19.7 27.2 12.8 

株価収益率 (倍) 7.1 7.8 10.8 5.0 3.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,875,063 1,677,312 606,817 △35,664 1,091,798 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △793,293 △1,003,911 △1,822,343 6,731,865 △1,628,558 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △838,792 △1,409,727 1,206,384 △6,202,039 458,504 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 1,053,760 306,856 333,966 837,803 768,084 

従業員数 456 480 625 688 745 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
(名) 

(99) (142) (200) (293) (309) 

(注) １ 売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高 (千円) 16,189,425 19,152,823 23,442,311 26,722,889 30,908,925 

経常利益 (千円) 1,022,554 1,575,788 2,178,073 1,875,237 1,475,903 

当期純利益 (千円) 495,228 889,926 1,139,911 2,081,904 910,305 

資本金 (千円) 540,000 1,317,600 1,317,600 1,317,600 1,317,600 

発行済株式総数 (株) 10,800,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 

純資産額 (千円) 3,610,915 5,995,307 7,116,849 9,106,810 9,824,080 

総資産額 (千円) 20,728,404 21,370,120 26,689,528 21,734,693 19,649,051 

１株当たり純資産額 (円) 333.05 414.31 492.11 632.92 682.77 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

5.00 
(―) 

5.00 
(2.50) 

6.00 
(2.50) 

6.00 
(3.00) 

6.00 
(3.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 44.40 61.92 76.71 144.69 63.27 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 17.4 28.1 26.7 41.9 50.0 

自己資本利益率 (％) 15.2 18.5 17.4 25.7 9.6 

株価収益率 (倍) 8.4 9.0 12.6 5.6 5.4 

配当性向 (％) 11.3 8.1 7.8 4.1 9.5 

従業員数 377 395 419 515 556 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
(名) 

(97) (141) (198) (252) (262) 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２ 【沿革】 

昭和13年10月 東京市芝区三田四国町に東京ラヂエーター製造株式会社設立 

昭和13年11月 株式会社西村ラヂエーター製作所及び日本鈑金工業株式会社両社を買収 

昭和21年９月 本店を川崎市藤崎町３丁目に移転 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第２部に上場 

昭和40年１月 神奈川県藤沢市に藤沢工場を建設 

昭和44年11月 タイ国THAI RADIATOR MFG.CO.,LTD.と技術援助契約締結 

昭和48年１月 栃木県鹿沼市に鹿沼工場を建設 

昭和54年４月 インドネシア国C.V.AUTO DIESEL RADIATORS CO.(現PT.SELAMAT SEMPURNA)と技術

援助契約締結 

昭和57年５月 子会社東湘興産株式会社を設立(平成13年３月清算) 

昭和59年２月 トーコー産業株式会社を設立(平成11年４月株式会社トークピアサービスと合併) 

昭和62年２月 東神物流株式会社を設立(現株式会社トーシンテクノ，現連結子会社) 

昭和63年５月 米国現地子会社American TRS Inc.をインディアナ州に設立(平成10年４月清算) 

平成元年５月 川崎工場の生産を終了し生産設備を藤沢工場へ集約移設 

平成３年12月 川崎再開発業務ビル「トークピア川崎」竣工 

平成４年１月 不動産の賃貸事業開始 

平成７年９月 株式会社トークピアサービスを設立(平成16年４月 当社と合併) 

平成11年７月 中国現地子会社重慶東京散熱器有限公司を中国重慶市に設立(現連結子会社) 

平成11年９月 鹿沼工場を閉鎖し生産設備を藤沢工場へ集約 

平成12年７月 本店を藤沢市遠藤2002番地１に移転 

平成16年４月 中国現地連結子会社 無錫塔尓基熱交換器科技有限公司を中国無錫市に設立 

平成16年５月 第三者割当増資の実施によりカルソニックカンセイ株式会社は当社の親会社とな

った。 

平成17年１月 カルソニックカンセイ株式会社の第三者割当増資の実施により日産自動車株式会

社は当社の親会社となった。 

平成19年３月 「トークピア川崎」ビル売却 
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３ 【事業の内容】 

当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社２社、子会社３社及び関連会社１社で構

成され、熱交換器、燃料タンク及びプレス板金製品の製造販売を主な事業内容とし、更にこれらに付

帯関連するサービス事業等を行っております。 

なお、前連結会計年度において、トークピア川崎ビルを売却し不動産事業から撤退したため、当連

結会計年度より製造事業ならびにこれらに付帯関連するサービス事業等の単一事業となりました。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 



























































































































































 
  

平成19年６月28日

東京ラヂエーター製造株式会社 
取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京ラヂエーター製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京ラヂエーター製造株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  忠  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  野  保  則  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  賀  谷  浩  志  ㊞ 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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平成20年６月27日

東京ラヂエーター製造株式会社 
取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京ラヂエーター製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京ラヂエーター製造株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  忠  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  野  保  則  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  子  裕  子  ㊞ 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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平成19年６月28日

東京ラヂエーター製造株式会社 
取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京ラヂエーター製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第103期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京ラヂエーター製造株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  忠  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  野  保  則  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  賀  谷  浩  志  ㊞ 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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平成20年６月27日

東京ラヂエーター製造株式会社 
取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京ラヂエーター製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第104期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京ラヂエーター製造株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  忠  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  野  保  則  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  子  裕  子  ㊞ 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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